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平成14年度　萌芽研究　研究計画調書　（新規）
※機関番号


注1．
別途平成14年度萌芽研究 研究計画調書作成・記入要領（鶯色）を参照してください。
注2.
※印の欄は研究機関において記入してください。




※整理番号






審査希望部門
部
分　科
細　　　目
部・分科・細目番号



複合領域
科学教育・教科教育学
教育工学
712









研究代表者EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
　　なりた  しげる

　　成田　滋　　　　印
所属研究機関
･部局・職
兵庫教育大学・学校教育研究
センター・教授

研究課題

イーラーニングによるリカレント教育が学校に不適応な教員の自己効力感に及ぼす研究

研究経費
千円未満の端数は切り捨てる
年　度
採択経費
（千円）
使用内訳（千円）




設備備品費
消耗品費
国内旅費
外国旅費
謝　金
その他


平成14年度
2100
1400
500
300
780
100
50


平成15年度
1500
600
400
150
260
165
120


平成16年度









総　　計
3600
2000
900
450
1040
265
170

研究組織　（研究代表者及び研究分担者）　（研究分担者も、本研究計画に常時参加する者です。）

氏　名（年齢）
所属研究機関・部局・職
現在の専門
学　位
役割分担
（本年度の研究実施計画に対する分担事項）

研究代表者
成田　滋(58)

兵庫教育大学・学校教育研究センター・教授
障害児教育
工学
教育学博士
遠隔によるリカレント教育の研究総括、企画、評価

研究分担者
長瀬久明(50)

同大・学校教育研究
センター・助教授
教育工学
工学
博士
遠隔リカレント教育システムのデザイン設計

古川雅文(48)
同大・学校教育研究センター・助教授
教育心理学
教育学
修士
不適応な教員の自己効力感に関する測定と評価

上西一郎(56)


同大・学校教育研究センター・助教授
理科教育
学校教育学修士
不適応な教員のリカレント教育の学習教材の作成と改良

長尾夏樹 (33)
同大・学校教育研究センター・助手
情報工学
学術博士
遠隔リカレント教育システムのデザイン設計、サーバーやファイル管理、接続の不正行為管理対策



棟方哲弥(41)
国立特殊教育総合研究所・情報教育研究部・室長
教育工学
教育学
修士
不適応な教員の自己効力感に関する測定と評価、報告書作成、





































合計　　　　6名
（うち他機関の分担者
1名）


萌芽研究
研究機関名
兵庫教育大学
研究代表者氏名
成田　滋

（金額単位：千円）
設備備品費の明細
多数の図書、資料を購入する場合は「西洋中世政治史関係図書」のようにある程度、図書、資料の内容が判明するような表現で記入してください。
消耗品費の明細

年 度
品名・仕様
（数量×単価）　（設置機関）
金額
品名
金額

平成14年
Web/Mail/FTPサーバー・Sun Fire15K

（Sun Microsystems）

(２*450) (兵庫教育大学学校教育研究センター)

オンデマンド用大量貯蔵装置・OD1660

(富士通) (1*400) (兵庫教育大学学校教育研究センター)

無停電電源装置（Sun Microsystems）(50*2）(兵庫教育大学学校教育研究センター)

計
900

400

　

100

　1400
OSソフト

Red Hat 7.2

Turbo Linux 7.0 

遠隔教育マネージメントツール   WebCT

計
50

50

400  

500

平成15年
液晶プロジェクター

(松下電器PJR 5000)(1*600)

                   計
　 600

600
遠隔教育マネージメントツール   WebCT

計
400

400

旅費等の明細　（記入に当たっては、萌芽研究 研究計画調書作成・記入要領を参照してください。）

年 度
国内旅費
外国旅費
謝金
その他


事　　項
金　額
事　　項
金　額
事　　項
金　額
事　　項
金　額

平成14年
成果発表
50
成果発表
260
研究補助
50
計算機使用料



調査・研究旅費
250
調査・研究旅費
520
専門的知識の提供

機器のレンタル料



研究打合せ旅費

研究打合せ旅費

資料提供・閲覧

会議費
20






外国語論文の校閲
50
印刷費









研究成果投稿料









研究支援者雇用費
30


計
300
計
780
計
100
計
50











平成15年
成果発表
50
成果発表
260
研究補助
50
計算機使用料



調査・研究旅費
100
調査・研究旅費

専門的知識の提供
115
機器のレンタル料



研究打合せ旅費

研究打合せ旅費

資料提供・閲覧

会議費
20






外国語論文の校閲

印刷費
100








研究成果投稿料









研究支援者雇用費



計
150
計
260
計
165
計
120











研　究　目　的
①萌芽研究で申請する理由、②研究の背景（着想に至った経緯等）　③研究目的（科学研究費の交付を希望する期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか）、④当該分野におけるこの研究（計画）の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義、⑤国内外の関連する研究の中での当該研究の位置づけ 等の事項にわたって焦点を絞り、具体的かつ明確に記入してください。


1) 萌芽研究の理由

今日の教師教育は教員の養成に主眼点があり、学級崩壊や荒れた学校などで心身上の不適応症状を示す教員へのリカレント教育は、残念ながら展望されていない。こうした教員は、自分の有能感や自尊感情の総体である自己効力感が低下しており、その回復は対面的なカウンセリングだけでは困難とされている。本来は指導の力量がある教員でありながら、側面からの心的支援のない状態を改善する必要がある。教育大学はこうした教員へのリカレント教育の一環として遠隔による支援をする時期がきている。こうした研究は萌芽的な性格を有している。

2) 研究の背景

　現在、大阪府の場合、学級経営や指導が困難で、自宅待機をしながら養生している教員が400名余り存在する。全国には同じような状態の教員が5000名以上いるという統計がある。こうした教員は、ストレスや自信喪失などにより、自己効力感が低下するという心身上の問題を抱えており、その対応が各教育委員会の大きな課題となっている。東京都などもこうした学校不適応の教員に対する研修などを始めたところである。しかし、現状の一斉講義型の研修カリキュラムや方法では、研修の実効があがるには時間がかかるといわれている。

「21世紀教育新生プラン」にそって、教育改革関連６法が成立し、「指導の不適切な教員へのより適切な対応」が打ち出された。自己効力感や自信を失い欠けている教員に対する対面的な研修は、教員に過大な心理的なプレッシャーを与えがちであることも指摘されている。

自宅から研修所や教育センターへ通って研修を受けるこれまでのリカレントの研修の在り方から、ネットワークなどのICTを使った遠隔での研修というパラダイムを視野に入れるときがきている。ICTを活用した遠隔でのリカレントの教育は、いつでも、どこでも、自分のペースで、誰でもというイーラーニング（e-Learning）の非対面でかつ非同期という特徴を有し、教師教育への新しい展開を示している。
　

3) 研究目的

本研究は、以上のような学校教員が抱える不適応という深刻な課題を次の点から研究することである。

　(1) e-Learningによるリカレント教育の有効性

　(2) e-Learningが特徴とする非同期、非対面の研修が不適応教員のリカレント教育に及ぼすプラスの効果

　(3) e-Learningが不適応教員の自己効力感に及ぼす影響

　(4) e-Learningによる研修が対面的なリカレント教育との組み合わせでもたらす相乗効果　

4) 研究の学術的特徴や独創点
　こうした悩める教員に、情報通信技術(ICT)を駆使して、遠隔による教員間の交互作用を促進し、きめ細かい適応に向けた指導や学習を支援する多目的なネットワークを構築し、その有効性を検討するのが本研究の狙いである。不適格とされた教員は「学校に行かない、行けない教員」の新たなリカレント教育の場を提供するという理念にたつ。文部科学省の大学審議会も在宅学習の支援に言及し、これまでの「同時双方向であること」という条件をはずし、インターネットなどでの学習コンテンツにアクセスする「オンデマンド型」の研修を認めた。学校が必要とする人材の再教育に研修センターなどの研修プログラムが十分機能しなくなりつつある現状で、本研究は、不適格とされる教員のe-Learningによるリカレント教育や再教育の場として、選択肢となるかを検討する意味で特色がある。

　また、情報通信技術が教員のリカレント教育にいかなる効果をもたらすかについては、システムの客観的な評価にかかっている。その意味で本研究が目指す教員のリカレント遠隔教育システムは、新しい再教育の環境として独創点がある。
5) 研究の内外での位置づけ
　文部科学省の教育職員養成審議会によれば、現状の教員研修内容で次のような問題点が指摘されている。

(1) 週当たりの研修時間数，研修項目等が固定されている例が多く，全般的に研修内容が画一化している。

(2) 教科指導が示範授業と参観授業にとどまり，授業前後の指導の時間が必ずしも十分確保されていない。

(3) 校外研修については，講義中心の内容となっているなど，受講者にとって魅力の少ないものになっている。

　教員免許状を5年ごとに更新するアメリカでは、すべての教員は5か年間で150単位数の研修を受けねばならない。多くの教員は、遠隔教育によって必要な科目を受講したり、講習会に参加して単位を取得する。遠隔での研修では、サポート・ティーチャーといわれるチューターが教員の学習を評価する仕組みをとっている。こうした遠隔でのいわばリカレント教育は、教員の学習を支援し、資質と能力を高めるのに大いに寄与している。本研究は、e-Learningという新しいネットワーク上の対人関係や同調性行動、集団力学によって、教員のアイデンティティの回復や自己効力感の充足に役立てようとするものである。

萌芽研究
研究機関名
兵庫教育大学
研究代表者氏名
成田　滋

研究計画・方法　　　　　　　　　　〈Ⅰ及びⅡを区別するため、Ⅰを記入後は点線を引いて分けてください。〉
Ⅰ.　研究目的を達成するための研究計画・方法を14年度と15年度以降に区分して、①主要設備（現有設備を含む）との関連、②研究代表者・研究分担者の相互関係（役割分担状況）（図式化する等）も含めて具体的に記入してください。
　また、設備備品費又は研究支援者雇用費が各年度の申請研究経費の90%を超える場合(公募要領10頁を参照)には、特別にこれらの費用に重点をおかなければならない理由を記入してください。
Ⅱ.　①ヒトの遺伝子解析研究については、ヒト由来試料等の提供者、その家族・血縁者その他関係者の人権及び利益の保護の取扱について十分配慮する必要があること、②相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究課題又はアンケート調査等を行う研究課題については、人権及び利益の保護の取扱について十分配慮する必要があること、から、このような計画を含む場合には、計画について講じる対策・措置状況について具体的に記入してください。


◎平成14年度
　本研究で主要な設備となるリカレント教育用システムのサーバーは、WWW, Email, FTPなどの機能を有し、指導上不適応を起こす教員の遠隔での再教育用として構築される。当然、遠隔教育・学習環境に対する安定した機能が要求される。このために教員間のコミュニケーションや協調学習用のサーバーと学習教材用のデータベースの高速サーバーを二式揃える。

OSは、それぞれRed HatとTurboLinuxを採用する。端末コンピュータは現有のものを使用する。システムの構築、デザイン、運用には研究代表者の成田、研究分担者の長瀬、長尾が担当する。
研究ではまず、これまでの様々な教員研修の形態を多角的に検討する。とりわけ、講義型、一対一のカウンセリング、集団学習が、不適応を起こす教員の研修方法として適切かどうかを検討する。その上で、遠隔によるe-Learning方式の研修が、こうした教員のリカレント教育にふさわしいかどうかを試験的に検討する。この際、教師の自尊心や有能感の分析には、学習経過のポトフォリオによって質的分析方法を採用する。こうしたリカレント教育システムによる研修や学習の成果は、研究分担者である古川、上西、棟方の３名が担当する。

従来の教員研修は、教員個人の頭の中への知識集積を主目的にしていた。そのため、学習形態は講義による知識注入であり、学習者はいきおい受け身にならざるを得なかった。本研究では、互いに遠隔にいて、不適応を示す教員同士は、協同的に知識を構築し、その学習効果を検討する多目的な遠隔によるリカレント教育システム上で研修する。このシステムは非同期型共有データベースで、研修における学習は共通のページや個人のページをリンクしたり参照しながら、プロジェクトを通して心身上の課題を内省できるものとする。また、不適応を示す教員間のコミュニケーションを促進するコミュニティの在り方を追及する。

遠隔での教師教育や研修に関する実態調査は、特に教師教育を遠隔で実施し、すぐれた実績を上げている兵庫教育大学の海外との交流協定大学で実施する。この作業は、成田、上西、長尾が担当する。

　遠隔によるリカレント教育システムは以下のような機能を備えた構成となる。
　　・教員個別のリカレント学習計画
　　・リカレント学習教材と資源データベース
　　・リカレント学習相談室
　　・教員同士の相互会話室
　　・教員と支援ティーチャーとの会議室
　　・お知らせや掲示板
　　・電子メール
　　・課題提出コーナー
　　・ラウンジ　｢学習プロジェクトルーム｣｢保護者と生徒理解ルーム｣｢地域社会理解ルーム｣など
◎平成15年度
　研究2年度は、主としてリカレント教育システムの使い勝手を向上させるインターフェイスの改良と、遠隔によるリカレント教育その主たる効果の検証となる。すなわち、遠隔で学習する教員へのシステムの細部に関する調査の実施、それに基づくシステムの改良やインターフェイスの改善、外部評価による本システムの信頼性の検討が予定される。これらの作業は主として、成田、長瀬、長尾の３名が担当する。
　本システムの教育的効果は、学校不適応をおこし、指導が困難となっている教師の対人理解、自己の印象形成、自己の同調性、集団指導とその力学などから分析する。これらの分析は、成田、古川、棟方が主として担当する。

特に個別教員に対するリカレント教育計画や学習教材の機能、学習教材と資源データベースの効用、さらに教員とサポート・ティーチャーや教員同士の学習相談室の利便性などが主たる検討課題となる。こうした検討には、兵庫県立教育研修所の教育相談から協力を仰ぎ、学習者のデータの収集と解析にあたる。
　ネットワークを使った不適応をおこしている教員のリカレント教育は、インターネットという新しいコミュニケーションの手段が持つ匿名性や非日常性、さらには非対面性などの特徴から人間の心のあり方を根本から変える可能性がある。参加者のアイデンティティや役割演技がきわめて流動的であるが故に、不適応というレッテルを貼られがちな教員の人格に与える影響は強いことが考えられる。研究の２年度では、新しい人間関係の再構築や、同調や葛藤という心的行動の変容を詳しく分析することにより、遠隔によるリカレント教育システムの有効性を分析する。こうした作業は研究に参加する者全員が取り組む。

　年度当初には、先進的な遠隔教育プログラムを企画している国内の教員養成系大学数カ所を詳しく調べ、その知見を本研究に活かす。

最後に研究者全員で研究成果をまとめ、海外を含めた学会などで発表し、日本語と英語の両方での報告書を刊行する。


